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はじめに  

資源エネルギー庁では、平成 16（2004）年度から、地方公共団体の地球温暖化対策の実

効性を一層高めるため、地域レベルでのエネルギー消費量などを推計し、都道府県別エネル

ギー消費量データ（都道府県別エネルギー消費統計）を整備している。より具体的には、総

合エネルギー統計（日本に輸入され、あるいは国内で生産され供給された石炭・石油・天然

ガスなどのエネルギー源が、どのように転換され、最終的にどのような形態でどの部門や目

的に消費されたかを定量的に示すもの）の、企業・事業所他部門、家庭部門、運輸部門につ

いて、エネルギー種別都道府県別にエネルギー消費量を推計してきている。こうした成果は、

資源エネルギー庁のホームページで公表され、地域におけるエネルギー対策、地球温暖化対

策の基礎データとして活用されている。 

一方、上記、総合エネルギー統計については、平成 27（2015）年の新推計手法の導入後、

平成 29（2017）年の改訂を経た精緻化が推進されており、これらを踏まえた、都道府県別

エネルギー消費統計の精緻化も進められ、令和 2（2020）年に改訂版の都道府県別エネルギ

ー消費統計を公表したところである。 

このような状況を踏まえ本事業は、これまでの研究成果に基づき、地域における各種施策

に資する基礎データとしての都道府県別エネルギー消費統計を安定的・機動的に提供して

いくとともに、総合エネルギー統計との整合性を確保しつつ引き続き更なる精緻化を目指

すため実施したものである。 
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1.1.2 エネルギー種別で計上すべき量の定義 

ここでは、都道府県別エネルギー消費統計のエネルギー種（列）別に、計上する量の定義

について記載する。その具体的な量の集計・推計方法は、産業分類別に後述する。 

(1) 燃料等 

燃料等（石炭、石炭製品、原油、石油製品、天然ガス、都市ガス、再生可能・未活用エネ

ルギー）の列には、事業所・家庭が外部から購入して使用した燃料の量と、回収した再生可

能・未利用エネルギーの量を計上した。 

1) 事業所・家庭が外部から購入して使用した燃料 

事業所・家庭が外部から購入して使用した燃料には、蒸気や電力、他の燃料を自ら発生さ

せるために投入した燃料も含む（例えば発電のための都市ガス使用、コークス製造のための

石炭使用）。このため、転換にて自ら生成し消費した燃料は、事業所内のエネルギー消費と

しては計上しない（例えば石炭からコークスを製造して消費した場合は石炭のみを計上）。 

発生させた電気・蒸気・燃料を外部に払い出している場合、それに相当する投入燃料の量

を推計して差し引くことで集計した。 

2) 再生可能・未利用エネルギー 

再生可能・未利用エネルギーを回収して発電・熱利用した場合も、一次エネルギーとして

の投入量を明示的に計上した。例えば、排熱回収された熱、発電利用された炉頂圧（鉄鋼業

における高炉ガスの圧力）などが該当する。また、家庭における再生可能・未利用エネルギ

ーの回収として、住宅用太陽光発電の自家発自家消費量を計上した。 

(2) 事業用水力発電・原子力発電 

事業用水力発電や原子力発電の列には、その一次エネルギー投入量の都道府県別の配分

ができないため、ゼロを計上した。 

(3) 電力 

電力の列には、事業所・家庭が外部から購入して使用した電力量を計上した。自ら発生さ

せて使用した電力の使用量（すなわち自家発生自家消費量）は、計上しない。 

なお、炭素単位表ではゼロを計上し、電力の使用に伴う炭素の間接排出は、後述の電力寄

与排出量として計上した。 

(4) 熱 

熱の列には、外部から購入して使用した蒸気・地域熱供給からの蒸気・冷温水を計上した。

自ら発生させて使用した蒸気は、事業所内のエネルギー消費としては計上しない。 
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なお、炭素単位表ではゼロを計上し、熱の使用に伴う炭素の間接排出は、後述の熱寄与排

出量として計上した。 

(5) 合計 

合計の列には、上述の燃料等、事業用水力発電・原子力発電（消費量はゼロである）、電

力、熱の合計を計上した。 

(6) エネルギー利用・非エネルギー利用 

エネルギー利用及び非エネルギー利用の列には、エネルギー消費量合計の内訳として、エ

ネルギー（燃料）として利用された量及び非エネルギー（原料）として利用された量を計上

した。 

(7) 電力寄与損失･排出量配分、熱寄与損失･排出量配分 

電力寄与損失･排出量配分、熱寄与損失･排出量配分の列には、電力消費量や熱消費量に一

定の係数を乗じることで計上した。なお、電力や熱の寄与損失・排出量とは、「発電・発熱

に伴う損失相当分のエネルギー消費（間接消費）や発電･発熱時に放出されたエネルギー起

源 CO2排出（間接排出）」1を指す。寄与損失算出のための係数は発電効率又は熱発生効率

の逆数から 1 を減じたものであり、寄与排出量算出のための係数は電気や熱の CO2 排出係

数である。 

(8) 電力･熱配分後消費･排出量 

電力･熱配分後消費･排出量の列には、合計のうちエネルギー利用分、電力寄与損失・排出

量、熱寄与損失・排出量の和を計上した。 

1.1.3 産業分類別の計上方法 

ここでは、以上で述べたエネルギー種別の量を計上するために利用する統計データ等に

ついて記述する。具体的な方法については、次章で記述する。 

(1) 共通 

基本的には、過年度の都道府県別エネルギー消費統計の考え方を踏襲し、都道府県別への

帰属が困難・地域の政策措置の実効性が低い部門のエネルギー消費については、都道府県別

エネルギー消費統計への計上を行わない。 

具体的には、エネルギー転換部門のうちガス製造・事業用発電・地域熱供給、運輸部門の

エネルギー消費量のうち旅客乗用車以外の旅客・貨物輸送は、都道府県別エネルギー消費統

計の対象外としている。ただし、エネルギー転換部門のうち、石炭製品製造・自家用発電・

 
1 戒能一成「都道府県別エネルギー消費統計の解説―2010 年度版―」より。ただし、炭素排出は CO2単位

ではなく炭素単位で計上されている。 
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自家用蒸気発生のように、エネルギー転換業以外の事業所が使用しているエネルギー消費

は、その事業所の立地に基づいて計上することとした。 

(2) 企業・事業所他部門 

石油等消費動態統計調査2対象事業所、エネルギー消費統計調査対象事業所のうちエネル

ギー管理指定工場等（以下「省エネ法3対象事業所」という。）（石油等消費動態統計調査

対象事業所以外）及びその他事業所別に集計を行い、最後に合計することで、都道府県・業

種別に集計した。 

1) 石油等消費動態統計調査対象事業所 

石油等消費動態統計調査の個票の「部門別消費内訳」を一次投入量に変換処理した後、都

道府県・業種別に集計した。 

なお、石油等消費動態統計調査は業種別に調査票が設計されているため、複数業種の調査

票の対象となる事業所が存在する。この場合は、石油等消費動態統計調査が対象とする特定

の業種以外の事業向けのエネルギー消費量も含まれているため、これを当該事業所の主た

る業種と主たる業種以外のエネルギー消費量に分割する処理を行った後、集計に組み込ん

だ。 

2) エネルギー消費統計のうちエネルギー管理指定工場等 

エネルギー消費統計調査対象事業所のうち省エネ法におけるエネルギー指定管理工場等

（以下「省エネ法対象事業所」という。）の個票における集計区分「購入・受入」の回答を

都道府県・業種別に集計した。 

なお、エネルギー消費統計調査においてエネルギー指定管理工場等は悉皆調査をしてい

るが、未回答の場合はエネルギー消費統計調査と同様に差推定による拡大推計を導入し推

計した。 

a. 2007 年度以降 

エネルギー消費統計調査を用いて推計を行った。 

省エネ法対象事業所は、エネルギー消費統計の個票を、都道府県・業種別に集計した。 

エネルギー消費統計調査における省エネ法対象事業所以外の事業所は、業種別の全国値

を、エネルギー消費統計の母集団名簿データの集計から得られる従業者数により都道府県

別に按分した。この全国値は、総合エネルギー統計における全国のエネルギー消費量から、

上述の石油等消費動態統計調査対象事業所・省エネ法対象事業所のエネルギー消費量の全

国合計を差し引いたものである。 

 
2 石油等消費統計調査：正式名称「経済産業省特定業種石油等消費統計調査」は、「経済産業省特定業種

石油等消費統計調査規則」（昭和 55 年通商産業省令第 30 号）に基づき実施されている統計法（平成 19

年法律第 53 号）による基幹統計調査である。 

3 省エネ法：エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭和 54 年法律第 49 号） 
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b. 1990 年度、2005 年度 

エネルギー消費統計は 2007 年度に第 1 回調査が開始されており、2006 年度以前について

は a の手法を適用することができないため、他統計を活用した方法で補完を行った。具体的

には、総合エネルギー統計における過年度値の推計手法と同様に、事業所･企業統計や経済

センサスに基づく事業所数、産業連関表における業種別･エネルギー源別の中間投入額の時

系列値等を用い実施した。なお、遡及期間・集計表作成年度は、過年度補完に用いるデータ

の制約などから生じる精度維持やユーザーニーズの観点から、「1990 年度」及び「2005 年

度」とした。 

c. 例外 

温水・冷水の使用については、上記の方法によらず、「熱供給事業便覧」（一般社団法人

日本熱供給事業協会）における熱の業務向け供給量を、「業種不明・分類不能」の使用量と

して計上した。 

3) 石油等消費動態統計調査対象事業所及びエネルギー消費統計調査対象事業所のうちエネ

ルギー管理指定工場等以外の事業所 

石油等消費動態統計調査対象以外の業種別・燃料種ごとに、総合エネルギー統計の値から

エネルギー消費統計調査の対象事業所のうち省エネ法対象事業所の推計値合計を減じた値

を都道府県別・業種別の従業者数により按分し各都道府県の各業種の消費量に計上した。 

(3) 家庭部門・運輸（旅客乗用車）部門 

1) 家庭部門・運輸（旅客乗用車）部門の集計 

家計調査4の「電気代」、「プロパンガス」、「灯油」及び「ガソリン」の 1 世帯当たり

品目別支出額をもとに、地域別の消費量を把握し、各品目の特性に応じた指標を用いて地域

内の都道府県に按分して推計する。家計調査から 1 世帯当たり品目別支出額を推計するに

あたり、品目によっては「世帯人数補正」「消費支出補正」を行った。 

温水・冷水の使用については、上記の方法によらず、熱供給便覧における熱の家庭向け供

給量を計上した。 

2) 住宅用太陽光発電の自家発電自家消費量 

住宅用太陽光発電の自家発電自家消費量は、各年度の都道府県別の導入設備容量に、都道

府県別の自家消費比率と都道府県別の年間設備稼働時間を乗じて算出し、一次エネルギー

換算した上で、家庭部門の再生可能・未活用エネルギーに計上した。 

 
4 家計調査：家計調査規則（昭和 50 年総理府令第 71 号）に基づき実施されている統計法による基幹統計

調査である。 
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設備容量は、固定価格買取制度（FIT 制度5）開始後（2012 年度以降）の年度では、FIT 住

宅用太陽光発電の都道府県別の設備容量を用いて集計した。また、FIT 制度開始以前の年度

は、「住宅用太陽光発電補助金設置容量データ」（一般社団法人太陽光発電協会）及び「年

度別・都道府県別住宅用太陽光発電システム導入状況（設備容量）データ」（一般社団法人

新エネルギー導入促進協議会）から集計した。 

都道府県別の自家消費比率及び設備利用率は、経済産業省が保有する年報データを利用

した。ただし、2008 年度以前（余剰電力買取制度6開始前）の自家消費比率は、住宅用太陽

光発電の余剰売電が行われていないため、100%として集計した。1996 年度以前は、各年度

の設備容量の統計データがないため、各年度の住宅用太陽光発電の自家発電自家消費量の

全国値（総合エネルギー統計）を 1997 年度の設備容量の都道府県別の比率で按分して計上

した。 

(4) 非エネルギー利用 

企業・事業所他部門の以下の燃料の消費については非エネルギー利用として扱い、その他

は全てエネルギー利用として扱った。 

・ 石油等消費動態統計調査対象事業所：「原料用」として投入された量。ただし一般炭及

び原料炭、鉄鋼業及び化学工業によるコークス消費を除く。 

・ 石油等消費動態統計調査対象外事業所：潤滑油、他重質石油製品（アスファルト等） 

 

家庭部門・運輸（旅客乗用車）部門では、非エネルギー利用を想定しない。 

なお、非エネルギー利用された燃料中の炭素量も、炭素単位表に計上した。 

  

 
5 固定価格買取制度（FIT 制度）は、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置

法（平成 23 年法律第 108 号）に基づき、再生可能エネルギーで発電した電気を電気事業者が一定価格で

一定期間買い取ることを国が約束する制度である。 

6 余剰電力買取制度：エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の

有効な利用の促進に関する法律（平成 21 年法律第 72 号）に基づき 2009 年 11 月より開始された制度。太

陽光発電設備で発電された電気のうち自家消費分を除いた余剰電力を電気事業者が買い取る制度である。 
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入量を上乗せする。電力・蒸気の自家発生自家消費に対応する燃料投入量は、電力・蒸気の

消費に対する投入燃料量の比率を「燃料受払量」及び「電力受払表」から算出し、電力・蒸

気の自家発生自家消費量にこの比率をそれぞれ乗じることで算出した。 

b. 二次燃料の生成 

燃料の指定生産品目別消費量のうち、外部からの購入ではなく事業所内で生成した燃料

（これを「二次燃料」と呼ぶ）は、投入側の燃料（これを「一次燃料」と呼ぶ）で計上した。

鉄鋼業及び化学工業における、原料炭からのコークス生成、タール生成、コークス炉ガス生

成、コークスからの高炉ガス生成、転炉ガス生成がこれに該当する。 

まず、各二次燃料の指定生産品目別消費のうち自家発生由来と見なす量を「燃料受払表」

から算出し、二次燃料の指定生産品目別消費から控除した。 

次に、一次燃料について調整を行う。上述した電力・蒸気の扱いとは異なり、二次燃料の

自家発生自家消費に対応する一次燃料投入量は、指定生産品目別消費量のうち原料用消費

として含まれているために、これを上乗せする必要はない。一方で、一次燃料の指定生産品

目別消費量には、二次燃料の自家発生外部払出に対応する使用量も含まれているため、これ

を控除する必要がある。すなわち、二次燃料の外部払出のうち自家発生由来と見なす量を

「燃料受払表」から算出し、同じエネルギー量を一次燃料の指定生産品目別消費量から控除

した。このとき、コークス・タール・コークス炉ガスの払出分については、原料炭の指定生

産品目別消費から控除した。また、高炉ガス・転炉ガスの払出分は、コークス消費のうち購

入由来比率に応じて、コークスと原料炭の指定生産品目別消費から控除した。 

c. 非エネルギー利用分の計上 

燃料の指定生産品目別消費量のうち、非エネルギー利用分として消費された量を別計上

した。また、燃料の指定生産品目別消費のうち原料用消費と見なす量を「燃料受払表」から

算出し、その量を別計上した。 

ただし、一般炭及び原料炭の原料用消費、鉄鋼業及び化学工業によるコークスの原料用消

費は、上述した二次燃料の生成用に用いられたものと見なすため、ここでの「非エネルギー

利用」としては扱わない。 

d. 未利用エネルギーの計上 

未利用エネルギーを利用した発電や熱利用を行っている場合、未利用エネルギーの投入

が行われたとしてその投入量を明示的に計上した。電力消費のうち排熱回収発電・炉頂圧発

電由来又は蒸気消費のうち廃熱回収由来が、これに該当する。 

電力及び蒸気の指定生産品目別消費のうち未利用エネルギー由来量を「電力受払表」及び

「蒸気受払量」から算出し、これを総合エネルギー統計で使用されている平均の発電効率、

蒸気発生効率で割り戻したエネルギー量を、未利用エネルギーの投入量として計上した。 

3) 産業分類別の計上 

石油等消費動態統計調査の業種（調査票番号）をもとに、事業所のエネルギー消費量を産
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業中分類に対応させた。 

1 つの事業所が複数の業種の製品を製造している場合は、事業所の「主たる業」をまず定

めた。「主たる業」は、2000 年以降は石油等消費動態統計調査個票上で特定されているが、

1999 年以前は特定されていないため、指定生産品目別（現在対象外の部門、発電・ボイラ・

コージェネレーション用を除く）のエネルギー消費量合計が最も大きい業を「主たる業」と

した。指定生産品目別消費量は各業種に計上するが、いずれの業にも特定できない消費量は、

事業所の「主たる業」に含めて計上した。すなわち、「主たる業」に計上される消費量は、

事業所全体の消費量から、主たる業ではない業（従たる業）の消費量合計を除いた量である。 

また、石油等消費動態統計調査のエネルギー種別から集計エネルギー種別への変換を合

わせて行った。 

(2) エネルギー消費統計 

エネルギー消費統計調査の個票（非公開情報）を、企業・事業所他部門のエネルギー消費

量推計のために用いた。この個票には、対象事業所の年度別のエネルギー消費量が用途別に

記載されている。このうち省エネ法対象事業所について、エネルギー消費量回答のうち、各

燃料の購入量を利用した。 

また、エネルギー消費統計調査において、省エネ法対象事業所は悉皆調査をしているが未

回答の場合もあるため、回答がない年度の消費量を推計し補完する必要がある。未回答の事

業所の消費量は、エネルギー消費統計でも採用している差推定の考え方に基づく推計を行

うことで補完した。差推定は事業所ごとに予め予測値を設定し、各回答事業所の予測値と回

答値との差の平均を未回答事業所の予測値に加えて推計する拡大推計手法である。各事業

所の予測値は、過年度にも回答していれば直近年度の回答値、過去の回答がなければ業種別

従業者規模区分別燃料種別の回答の平均値を予測値とした。 

なお、エネルギー消費統計では業種別従業者規模区分別燃料種別の層（分類）単位で推計

を実施している一方で、都道府県別エネルギー消費統計では都道府県別に推計するために

個別の事業所単位で推計する必要があり、個票データに上記手法をそのまま適用しただけ

ではエネルギー消費統計の推計値と乖離してしまうため、エネルギー消費統計での推計で

採用した予測値や平均値を適用して推計した。また、エネルギー消費統計では層単位で推計

しているため層の合計消費量が負値となる場合があり、そのような層は差推定でなく事業

所数で拡大した推計値を採用するイレギュラー対応をしている。都道府県別エネルギー消

費統計でも同様のことが考えられることから、差の平均を予測値に加えた結果が負値とな

る事業所が発生した場合、当該事業所の消費量は 0 とする処理をした。 

また、エネルギー消費統計の母集団名簿を用いて、省エネ法対象事業所以外の事業所の従

業者数を、都道府県・産業中分類別に集計した。 

(3) ガス事業年報 

「ガス事業年報」（資源エネルギー庁）（公開情報）を、家庭部門の都市ガス消費量推計

のために用いた。この年報にはガス事業者別に、年度別・都道府県別・販売先（家庭用、商

業用、工業用、その他）のガス販売量が記載されている。ただし、2017 年度以降の集計にお

いては、一部又は全てのガス事業者の都道府県別のガス販売量が非公表となったため、公表
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されている値のみ都道府県別に集計した。 

(4) ガス事業生産動態統計 

「ガス事業生産動態統計」（資源エネルギー庁）（公開情報）を、ガス事業年報で把握で

きない家庭部門の都市ガス消費量推計の補完のために用いた。この統計では、月別・地方別・

供給事業者別にガス供給量が掲載されている。2017 年度以降の集計においては、これをガ

ス事業年報では把握できない都道府県のガス消費量の補完に活用した。 

(5) 熱供給事業便覧 

熱供給事業便覧（公開情報）を、企業・事業所他部門、家庭部門の熱（熱供給）消費量推

計のために用いた。この年度別の便覧には熱供給区域別に、販売先（住宅用、業務用・その

他）別の熱供給量が記載されている。これを、熱供給区域が含まれる都道府県別に集計した。 

(6) 総合エネルギー統計 

企業・事業所他部門の推計や、その他必要な係数の取得のため、総合エネルギー統計（公

開データ）の詳細表を用いた。 

企業・事業所他部門の石油等消費動態統計調査対象外の業種について、産業中分類・集計

エネルギー種別の「投入ベース」の消費量を集計した。具体的には、最終消費量に、自家用

発電・自家用蒸気発生のための使用燃料量を加算した。 

(7) 家計調査 

電力・プロパンガス・灯油・ガソリンの消費量を推計するため、家計調査の「家計収支編

（二人以上の世帯）」「家計収支編（総世帯）」を用いた。具体的な推計方法は次式の①～

⑥の 6 要素から成り立っており、これらの各要素を把握した（ただし、エネルギー種によっ

て使わない要素もある）。 

消費量＝ ①地方別年度支出金額（2 人以上世帯）÷ ②地方別暦年単価（2 人以上世帯） 

☓ ③世帯人員補正係数 ☓ ④消費支出補正係数 ☓ ⑤世帯数 

☓ ⑥都道府県按分指標 

ここで、要素別の把握方法は以下のとおりである。 

① 地方別年度支出金額（2 人以上世帯） 

家計調査における、地方別の 2 人以上世帯の四半期ごとの支出金額を採用した。 

② 地方別暦年単価（2 人以上世帯） 

家計調査における、地方別の 2 人以上世帯の暦年の支出金額を購入数量で除して、2 人以

上世帯の暦年平均の単価を推計した。例えば、2013 年度の場合、第 1～3 四半期は 2013 暦

年単価、第 4 四半期は 2014 年暦年単価を適用した。 

③ 世帯人員補正係数 
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年度支出金額（①）の支出金額が 2 人以上世帯のデータであるため、実際の世帯人員を考

慮するために地域別の世帯人員補正係数を利用した。世帯人員補正係数は以下のとおり設

定した。 

世帯人員補正係数＝［実世帯の支出金額］/［2 人以上世帯の支出金額］ 

ただし、実世帯の支出金額は直接把握できないため、総世帯及び 2 人以上世帯の 2 つの

家計調査データを用いて、世帯人員と支出金額の関係式を地域別に作成し、実世帯人員（住

民基本台帳から推計）を代入することで実世帯の支出金額を推計した。2 人以上の支出金額

は、家計調査における 2 人以上世帯の四半期ごとの支出金額を採用した。 

④ 消費支出補正係数 

ガソリン及び電気については、家計調査にある年間収入階級別の世帯消費支出とエネル

ギー消費支出データをもとに、消費支出弾性値を推計した。その上で、家計調査の消費支出

と「県民経済計算」（各都道府県）の支出額を用いて、県民経済計算の支出額に対応させる

ための補正係数を推計した。 

⑤ 世帯数 

世帯数は、住民基本台帳より都道府県別の世帯数を利用した。 

⑥ 都道府県別按分指標 

上記の①～⑤までを家計調査の地方別で推計し、地方別の消費量を推計した上で、都道府

県別の按分指標を用いて都道府県別の消費量を推計した。 

その際は、①及び②について家計調査の都道府県庁所在市データを用いて同様の推計を

行い、①～⑤までを把握して都道府県別の消費量を推計した。その上で、ある地方に含まれ

る全ての都道府県の推計消費量を分母に、推計対象都道府県の推計消費量を分子として按

分指標を推計した。 

なお、プロパンガスについては、「LP ガス資料年報」（株式会社石油化学新聞社）より

得られる都道府県別のプロパンガス消費世帯数を按分指標として採用した。 

(8) 太陽光発電設備容量 

家庭部門の再生可能・未活用エネルギーに計上している、住宅用太陽光発電の自家発電自

家消費量の集計は、①各年度の都道府県別の導入設備容量に、②都道府県別の自家消費比率

及び③都道府県別の年間設備稼働時間（年間総時間数 8,760 時間（＝365 日☓24 時間/日）に

設備利用率を掛け合わせた時間）を乗じて算出した。 

① 都道府県別住宅用太陽光発電導入設備容量 

固定価格買取制度（FIT 制度）開始後（2012 年度以降）の年度では、FIT 住宅用太陽光発

電（50kW 未満）の都道府県別の設備容量を用いた。一方で、FIT 制度開始前の年度では、

「住宅用太陽光発電補助金設置容量データ」（以下、「補助金データ」という。）及び「年

度別・都道府県別住宅用太陽光発電システム導入状況（設備容量）データ」（以下、「新エ

ネ協議会データ」という。）から集計した。年度別の住宅用太陽光発電導入設備容量の集計

方法の詳細は下表に示すとおりである。 
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費量を、都道府県・産業中分類・集計エネルギー種別・エネルギー利用／非エネルギー利用

別に集計した。この際、エネルギー消費統計のエネルギー種別から集計エネルギー種別への

変換を行った。また、潤滑油・他重質石油製品（アスファルト等）は全て非エネルギー利用

とした。 

総合エネルギー統計を用いて作成した石油等消費動態統計調査対象外の業種の投入ベー

スの消費量から、この省エネ法対象事業所の消費量を、産業中分類・集計エネルギー種別に

控除し、エネルギー消費統計の母集団名簿を用いて作成した都道府県別・産業中分類・集計

エネルギー種別の従業者数で按分した。 

(2) 家庭部門・運輸（旅客乗用車）部門 

家計調査から推計した 1 世帯当たり電力・プロパンガス・灯油・ガソリン消費量に対し

て、住民基本台帳より取得する都道府県別の世帯数を乗じることで、都道府県の家庭部門・

運輸（旅客乗用車）部門のこれらエネルギー種の消費量を推計した。 

(3) 供給側統計との整合 

1) 熱供給 

石油等消費動態統計調査やエネルギー消費統計・総合エネルギー統計から推計した企業・

事業所他部門の「熱供給」の消費量は、総合エネルギー統計との整合上、「自家用蒸気」と

して扱った。 

一方、熱供給事業便覧から集計した都道府県別の熱供給量を、熱の消費量として追加した。

このとき、熱供給事業便覧における「住宅用」は「家庭部門」、「業務用・その他」は「業

種不明・分類不能」の産業分類とした。 

2) 都市ガス（家庭） 

家庭部門の都市ガスは、家計調査の結果によらず、ガス事業年報及びガス事業生産動態統

計から集計した都道府県の家庭用都市ガス供給量を消費量とした。 

従来、家庭部門の都市ガス消費量の推計には、ガス供給事業者ごとに、年度別・都道府県

別・販売先別（家庭用、商業用、工業用、その他）のガス販売量が記載されているガス事業

年報を用いており、このうちの家庭用の都市ガス販売量を都道府県別に集計していた。しか

し、2017 年度以降のガス事業年報では、一部大手ガス供給事業者の販売先都道府県の内訳

が不明となったため、従来どおりの集計ができなくなった。このため、2017 年度の集計で

は、ガス事業年報による集計に追加して、ガス事業生産動態統計で一部の内訳が不明なガス

供給事業者分を補完することで家庭部門の都市ガス消費量を推計した。また、2018 年度以

降の集計では、この 2017 年度の地域別都道府県別構成比で、2018 年度以降のガス事業生産

動態統計の地区別家庭用販売量を按分した。 

なお、ガス事業生産動態統計は、月別・地域別・販売先別（家庭用、商業用、工業用、そ

の他）のガス販売量が集計されている。 

2018 年度以降の集計方法は以下のとおりである。 
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 都市ガス消費量推計値 

＝  ①集計年度ガス事業生産動態統計地区別販売量 

× ②2017 年度都道府県別エネルギー消費統計都市ガス消費量都道府県値 

／ ③2017 年度都道府県別エネルギー消費統計都市ガス消費量地域値 

① 集計年度ガス事業生産動態統計地域別家庭用販売量 

集計年度ガス事業生産動態統計の製品ガスの地区別家庭用販売量を使用。 

② 2017 年度都道府県別エネルギー消費統計都市ガス消費量都道府県値 

2017 年度都道府県別エネルギー消費統計の都市ガスの都道府県値を使用。なお、2017 年

度の消費量は以下の方法で推計した。 

a. 内訳不明のガス事業者を含まない都道府県 

2017 年度ガス事業年報の集計値を使用。 

b. 内訳不明のガス事業者を含む都道府県 

 都市ガス消費量推計値 

＝ア. ガス事業生産動態統計地域値 

×イ. ガス事業年報都道府県値／ウ. ガス事業年報地域値 

ア. ガス事業生産動態統計地域値 

2017 年度ガス事業生産動態統計の集計する都道府県が属する地域の値から、同地域内

で上記 a に該当する都道府県のガス事業年報の値を差し引いた値。 

イ. ガス事業年報都道府県値 

2016 年度ガス事業年報該当都道府県の値。 

ウ. ガス事業年報地域値 

2016 年度のガス事業年報の該当地域の値から上記(1)に該当する都道府県の同年報の値

を差し引いた値。 

例）2017 年度の大阪府の都市ガス使用量 

近畿地方は、福井県のみ a に該当し、他は b である。 

2017 年度の大阪府の都市ガス使用量＝ 

（2017 年度ガス事業生産動態統計の近畿の値－2017 年度ガス事業年報の福井県の値） 

   ×2016 年度ガス事業年報大阪府の値／ 

   （2016 年度ガス事業年報の近畿の値－2016 年度ガス事業年報の福井県の値） 

③ 2017 年度都道府県別エネルギー消費統計都市ガス消費量地域値 

②2017 年度都道府県別エネルギー消費統計都市ガス消費量都道府県値を地域別に合算し

たものを使用した。 

 













 

 

2
4
 

表 1-12 固有単位表の例（北海道、2020 年度暫定値） 

 

  

2020FY 暫定値 Code 100 150 200 250    250A    250B    250C 400 450 500 550 600 700 800 900 910 920 940 960 999  2020FY 暫定値
 < ｴﾈﾙｷﾞｰﾊﾞﾗﾝｽ表 / 固有単位表 >

石 炭 石炭製品 原 油 石油製品 天然ｶﾞｽ 都市ｶﾞｽ 再生可能･事業用水 原子力発電電 力 熱 合 計 ｴﾈﾙｷﾞｰ利非ｴﾈﾙｷﾞｰ利用 電力寄与損産業蒸気･電力･熱配分後消費･排出量
北海道 Coal Coal ProdOil Oil Produ 軽質油製品重質油製品石油ガス Natural GTown GasNew & Re  Large-Sc e Nuclear E  ElectricityHeat Total Energy ToNon-Energy Total Electricity    Heat&Ste     Primary & Secondary Consumption & Emission

 Light Oil  Heavy Oi   LPG & O     MJ kWh kWh kWh
1.0 9.3 9.3 11.3

Code Measuring Unit 輸入一般炭石炭(輸入精製用原 精製用原油精製用原油精製用原油LPG換算 輸入天然ｶ一般ｶﾞｽ換MJ kWh kWh kWh MJ MJ MJ MJ
Energy Unit MJ/Measuring Unit 26.1 26.1 38.1 38.1 38.1 38.1 50.1 54.7 43.6 1.0 3.6 3.6 3.6 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0

電 力 蒸気･熱供 
石  炭+ 石炭製品+原  油+ 石油製品+軽質油製品重質油製 石油ｶﾞｽ+ 天然ｶﾞｽ+ 都市ｶﾞｽ+ 再生可能･事業用水 原子力発電電 力+ 熱+ 合 計 ｴﾈﾙｷﾞｰ 非ｴﾈﾙｷﾞｰ 電力計+ 蒸気･熱供総合計/帰属消費･排出量

2020FY 暫定Display Unit 10^3 t 10^3 t 10^3 kl 10^3 kl 10^3 kl 10^3 kl 10^3 t 10^3 t 10^6 Nm3TJ 10^6 kWh 10^6 kWh 10^6 kWh TJ TJ TJ TJ TJ TJ TJ

500000  Final Energy Consu最終エネルギー消費 2906 232 2 5237 3339 1131 583 81 804 26447 0 0 27387 4271 450294 441060 9234 122992 991 565043

600000 Industry  企業･事業所他 2906 232 2 2219 618 1131 358 81 500 25913 0 0 16466 3743 281661 272427 9234 74388 929 347744

610000 ABCD  Agricultu          農林水産鉱建設業 0 0 0 986 370 614 1 13 3 5 0 0 690 0 40914 38120 2793 3075 0 41195
611000 AB Agricultur         農林水産業 0 0 0 806 267 539 0 0 0 4 0 0 345 0 31972 31855 118 1536 0 33391
612000 C  Mining, Q          鉱業他 0 0 0 20 18 2 0 13 0 0 0 0 98 0 1849 1849 0 436 0 2285
615000 D  Construc        建設業 0 0 0 159 86 73 1 0 3 0 0 0 247 0 7092 4417 2675 1103 0 5519
620000 E  Manufact        製造業 2896 193 2 842 64 363 316 63 143 23855 0 0 4362 2420 164383 157990 6393 20415 824 179229
621000  E09-10    Manufa            食品飲料製造業 0 0 0 111 14 76 16 20 107 99 0 0 1446 956 16259 16255 4 6361 200 22817
622000  E11    Manufa          繊維工業 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 20 0 128 128 0 109 0 237
623000  E12-13    Manufa             木製品･家具他工業 0 0 0 7 6 1 0 0 0 79 0 0 129 0 820 820 0 574 0 1395
624000  E14    Manufa            パルプ･紙･紙加工品製造業 1213 4 0 115 1 110 3 1 2 19525 0 0 272 144 56959 56959 0 1625 13 58597
625000  E15    Printing        印刷･同関連業 0 0 0 2 0 1 0 0 4 0 0 0 98 0 589 589 0 437 0 1026
626000  E16-17    Manufa               化学工業 (含 石油石炭製品 1 4 2 486 23 89 284 5 7 15 0 0 342 237 20750 15191 5559 1492 38 16720
627000  E18-20    Manufa              プラスチック･ゴム･皮革製品 0 0 0 3 1 2 0 0 1 0 0 0 160 53 799 799 0 706 12 1517
628000  E21    Manufa            窯業･土石製品製造業 612 5 0 37 11 25 0 0 1 2267 0 0 284 10 20844 20817 26 1462 2 22282
629000  E22-E24    Manufa          鉄鋼･非鉄･金属製品製造業 1071 179 0 72 5 55 9 8 7 1213 0 0 932 988 41650 40846 804 4637 548 46031
630000  E25-E31    Manufa        機械製造業 0 0 0 9 3 3 3 28 13 657 0 0 660 32 5492 5492 0 2925 11 8427
641000  E32    Miscella        他製造業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 19 0 93 93 0 86 0 179

650000 F-S  Commerc    業務他 (第三次産業) 10 39 0 392 183 154 41 5 354 2053 0 0 11413 1323 76364 76317 47 50898 106 127320
651000 F  Electricit           電気ガス熱供給水道業 10 26 0 5 1 3 1 5 18 223 0 0 634 1 4658 4658 0 2930 0 7588
652000 G  Informati        情報通信業 0 0 0 1 1 0 0 0 3 0 0 0 454 4 1792 1792 0 2016 1 3809
653000 H  Transpor         運輸業･郵便業 0 0 0 21 15 5 1 0 1 0 0 0 415 0 2357 2357 0 1846 0 4203
654000 I  Wholesale        卸売業･小売業 0 0 0 36 21 6 6 0 29 0 0 0 3320 81 14662 14662 0 14773 19 29454
655000 J  Finance a       金融業･保険業 0 0 0 1 1 1 0 0 3 0 0 0 124 10 633 633 0 550 2 1185
656000 K  Real Esta           不動産業･物品賃貸業 0 0 0 6 4 1 1 0 28 0 0 0 339 122 2786 2786 0 1490 32 4307
657000 L  Scientific          学術研究･専門･技術サービ 0 0 0 7 6 1 0 0 4 0 0 0 190 5 1117 1117 0 848 1 1967
658000 M  Accommo          宿泊業･飲食サービス業 0 0 0 94 31 41 16 0 72 17 0 0 1352 106 11716 11716 0 6015 25 17756
659000 N  Living Re            生活関連サービス業･娯楽 0 0 0 47 20 22 4 0 40 3 0 0 901 7 6774 6774 0 4010 2 10786
660000 O  Education        教育･学習支援業 0 0 0 18 11 5 2 0 50 0 0 0 826 0 5847 5847 0 3664 0 9511
661000 P  Medical, H         医療･福祉 0 0 0 64 26 26 9 0 82 1 0 0 1567 55 11690 11690 0 6947 23 18660
662000 Q  Compoun       複合サービス事業 0 0 0 1 1 0 0 0 1 7 0 0 86 0 391 391 0 383 0 775
663000 R  Miscellan       他サービス業 0 13 0 57 38 17 1 0 14 1689 0 0 861 1 7929 7882 47 3887 0 11769
680000 S  Governm       公 務 0 0 0 35 8 27 0 0 9 113 0 0 344 5 3083 3083 0 1538 1 4622
699999  Unable to      業種不明・分類不能 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 928 928 928 0 0 0 928

700000 X  Residenti 家 庭 0 0 0 2087 1791 0 225 0 304 534 0 0 10921 528 133163 133163 0 48605 62 181829

800000  Transpor 運 輸 0 0 0 931 931 0 0 0 0 0 0 0 0 0 35469 35469 0 0 0 35469
810000  Passenge      旅 客 0 0 0 931 931 0 0 0 0 0 0 0 0 0 35469 35469 0 0 0 35469
811000    Passeng        乗用車 0 0 0 931 931 0 0 0 0 0 0 0 0 0 35469 35469 0 0 0 35469

950000 Non-Energy 非ｴﾈﾙｷﾞｰ利用 0 0 0 233 19 87 96 0 0 362 0 0 0 0 9234 0 9234 0 0 0
951000 Industry 産業部門 0 0 0 232 19 86 96 0 0 362 0 0 0 0 9187 0 9187 0 0 0
952000 ResCom & 民生･運輸部門他 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 47 0 47 0 0 0
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表 1-13 エネルギー単位表の例（北海道、2020 年度暫定値） 

 

  

2020FY 暫定値 Code 100 150 200 250    250A    250B    250C 400 450 500 550 600 700 800 900 910 920 940 960 999  2020FY 暫定値
 < ｴﾈﾙｷﾞｰﾊﾞﾗﾝｽ表 / ｴﾈﾙｷﾞｰ単位表 >

石 炭 石炭製品 原 油 石油製品 天然ｶﾞｽ 都市ｶﾞｽ 再生可能･事業用水 原子力発電電 力 熱 合 計 ｴﾈﾙｷﾞｰ利非ｴﾈﾙｷﾞｰ利用 電力寄与損産業蒸気･電力･熱配分後消費･排出量
北海道 Coal Coal ProdOil Oil Produ 軽質油製品重質油製品石油ガス Natural GTown GasNew & Re  Large-Sc e Nuclear E  ElectricityHeat Total Energy ToNon-Energy Total Electricity    Heat&Ste     Primary & Secondary Consumption & Emission

 Light Oil  Heavy Oi   LPG & Other Petroleum GasMJ kWh kWh kWh
1 1 1 1

Code MJ MJ MJ MJ MJ MJ MJ MJ
Energy Unit  << ｴﾈﾙｷﾞｰ単位表 >> 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

電 力 蒸気･熱供 
石  炭+ 石炭製品+原  油+ 石油製品+軽質油製品重質油製 石油ｶﾞｽ+ 天然ｶﾞｽ+ 都市ｶﾞｽ+ 再生可能･事業用水 原子力発電電 力+ 熱+ 合 計 ｴﾈﾙｷﾞｰ 非ｴﾈﾙｷﾞｰ 電力計+ 蒸気･熱供総合計/帰属消費･排出量

2020FY 暫定Display Unit  TJ  TJ  TJ  TJ  TJ  TJ TJ TJ TJ TJ TJ TJ TJ TJ TJ TJ TJ TJ TJ TJ

500000  Final Energy Consu最終エネルギー消費 75806 6040 68 199606 127290 43107 29210 4439 35023 26447 0 0 98592 4271 450294 441060 9234 122992 991 565043

600000 Industry  企業･事業所他 75806 6040 68 84597 23547 43107 17944 4439 21778 25913 0 0 59276 3743 281661 272427 9234 74388 929 347744

610000 ABCD  Agricultu          農林水産鉱建設業 0 2 0 37565 14118 23386 61 714 144 5 0 0 2484 0 40914 38120 2793 3075 0 41195
611000 AB Agricultur         農林水産業 0 0 0 30718 10167 20538 14 0 7 4 0 0 1243 0 31972 31855 118 1536 0 33391
612000 C  Mining, Q          鉱業他 0 2 0 776 690 75 12 714 6 0 0 0 351 0 1849 1849 0 436 0 2285
615000 D  Construc        建設業 0 0 0 6071 3261 2773 36 0 131 0 0 0 890 0 7092 4417 2675 1103 0 5519
620000 E  Manufact        製造業 75546 5031 68 32097 2439 13832 15825 3451 6211 23855 0 0 15705 2420 164383 157990 6393 20415 824 179229
621000  E09-10    Manufa            食品飲料製造業 1 0 0 4231 542 2892 797 1107 4661 99 0 0 5204 956 16259 16255 4 6361 200 22817
622000  E11    Manufa          繊維工業 0 0 0 26 11 15 0 0 29 0 0 0 72 0 128 128 0 109 0 237
623000  E12-13    Manufa             木製品･家具他工業 0 0 0 263 213 48 3 0 13 79 0 0 465 0 820 820 0 574 0 1395
624000  E14    Manufa            パルプ･紙･紙加工品製造業 31634 105 0 4399 38 4208 152 82 92 19525 0 0 978 144 56959 56959 0 1625 13 58597
625000  E15    Printing        印刷･同関連業 0 0 0 58 12 27 19 1 176 0 0 0 354 0 589 589 0 437 0 1026
626000  E16-17    Manufa               化学工業 (含 石油石炭製品 14 104 65 18521 871 3400 14250 277 286 15 0 0 1230 237 20750 15191 5559 1492 38 16720
627000  E18-20    Manufa              プラスチック･ゴム･皮革製品 0 0 0 102 27 63 13 5 63 0 0 0 577 53 799 799 0 706 12 1517
628000  E21    Manufa            窯業･土石製品製造業 15962 131 3 1405 425 968 11 12 31 2267 0 0 1023 10 20844 20817 26 1462 2 22282
629000  E22-E24    Manufa          鉄鋼･非鉄･金属製品製造業 27934 4680 0 2737 182 2107 448 458 285 1213 0 0 3355 988 41650 40846 804 4637 548 46031
630000  E25-E31    Manufa        機械製造業 0 11 0 336 103 101 132 1510 569 657 0 0 2378 32 5492 5492 0 2925 11 8427
641000  E32    Miscella        他製造業 0 0 0 18 15 3 0 0 5 0 0 0 70 0 93 93 0 86 0 179

650000 F-S  Commerc    業務他 (第三次産業) 261 1007 0 14935 6989 5888 2058 274 15424 2053 0 0 41087 1323 76364 76317 47 50898 106 127320
651000 F  Electricit           電気ガス熱供給水道業 261 671 0 172 29 111 32 255 795 223 0 0 2281 1 4658 4658 0 2930 0 7588
652000 G  Informati        情報通信業 0 0 0 40 28 6 6 0 113 0 0 0 1634 4 1792 1792 0 2016 1 3809
653000 H  Transpor         運輸業･郵便業 0 0 0 798 572 182 44 0 64 0 0 0 1495 0 2357 2357 0 1846 0 4203
654000 I  Wholesale        卸売業･小売業 0 0 0 1377 819 238 320 0 1253 0 0 0 11950 81 14662 14662 0 14773 19 29454
655000 J  Finance a       金融業･保険業 0 0 0 51 26 20 5 0 126 0 0 0 445 10 633 633 0 550 2 1185
656000 K  Real Esta           不動産業･物品賃貸業 0 0 0 220 170 25 25 1 1223 0 0 0 1221 122 2786 2786 0 1490 32 4307
657000 L  Scientific          学術研究･専門･技術サービ 0 0 0 253 221 21 11 0 174 0 0 0 685 5 1117 1117 0 848 1 1967
658000 M  Accommo          宿泊業･飲食サービス業 0 0 0 3567 1165 1577 826 0 3158 17 0 0 4869 106 11716 11716 0 6015 25 17756
659000 N  Living Re            生活関連サービス業･娯楽 0 0 0 1784 756 845 183 15 1721 3 0 0 3245 7 6774 6774 0 4010 2 10786
660000 O  Education        教育･学習支援業 0 0 0 684 420 179 85 0 2188 0 0 0 2975 0 5847 5847 0 3664 0 9511
661000 P  Medical, H         医療･福祉 0 0 0 2435 999 995 441 0 3558 1 0 0 5642 55 11690 11690 0 6947 23 18660
662000 Q  Compoun       複合サービス事業 0 0 0 47 30 11 6 0 27 7 0 0 310 0 391 391 0 383 0 775
663000 R  Miscellan       他サービス業 0 336 0 2174 1454 660 60 2 629 1689 0 0 3098 1 7929 7882 47 3887 0 11769
680000 S  Governm       公 務 0 1 0 1333 302 1017 14 0 394 113 0 0 1237 5 3083 3083 0 1538 1 4622
699999  Unable to      業種不明・分類不能 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 928 928 928 0 0 0 928

700000 X  Residenti 家 庭 0 0 0 79539 68274 0 11265 0 13245 534 0 0 39316 528 133163 133163 0 48605 62 181829

800000  Transpor 運 輸 0 0 0 35469 35469 0 0 0 0 0 0 0 0 0 35469 35469 0 0 0 35469
810000  Passenge      旅 客 0 0 0 35469 35469 0 0 0 0 0 0 0 0 0 35469 35469 0 0 0 35469
811000    Passeng        乗用車 0 0 0 35469 35469 0 0 0 0 0 0 0 0 0 35469 35469 0 0 0 35469

950000 Non-Energy 非ｴﾈﾙｷﾞｰ利用 0 0 0 8872 724 3318 4830 0 0 362 0 0 0 0 9234 0 9234 0 0 0
951000 Industry 産業部門 0 0 0 8825 724 3270 4830 0 0 362 0 0 0 0 9187 0 9187 0 0 0
952000 ResCom & 民生･運輸部門他 0 0 0 47 0 47 0 0 0 0 0 0 0 0 47 0 47 0 0 0
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表 1-14 炭素単位表の例（北海道、2020 年度暫定値） 

2020FY 暫定値 Code 100 150 200 250    250A    250B    250C 400 450 500 550 600 700 800 900 910 920 940 960 999  2020FY 暫定値
 < ｴﾈﾙｷﾞｰﾊﾞﾗﾝｽ表 / 炭素単位表 >

石 炭 石炭製品 原 油 石油製品 天然ｶﾞｽ 都市ｶﾞｽ 再生可能 事業用水力原子力発電電 力 熱 合 計 ｴﾈﾙｷﾞｰ利非ｴﾈﾙｷﾞｰ利用 電力寄与損産業蒸気  
北海道 Coal Coal ProdOil Oil Produ 軽質油製品重質油製品石油ガス Natural GTown GasNew & Re  Large-Sc e Nuclear E  ElectricityHeat Total Energy ToNon-Energy Total Electricity    Heat&Ste     Primary & Secondary Consumption & Emission

 Light Oil  Heavy Oi   LPG & Other Petroleum Gas

Code  10^3tC  10^3tC  10^3tC
Carbon Unit  < 炭素単位表 >

電 力 蒸気･熱供 
石  炭+ 石炭製品+原  油+ 石油製品+軽質油製品重質油製 石油ｶﾞｽ+ 天然ｶﾞｽ+ 都市ｶﾞｽ+ 再生可能 事業用水力原子力発電電 力+ 熱+ 合 計 ｴﾈﾙｷﾞｰ 非ｴﾈﾙｷﾞｰ 電力計+ 蒸気･熱供総合計/帰属消費･排出量

2020FY 暫定Display Unit  10^3tC  10^3tC  10^3tC  10^3tC  10^3tC  10^3tC  10^3tC  10^3tC  10^3tC  10^3tC  10^3tC  10^3tC  10^3tC  10^3tC  10^3tC  10^3tC  10^3tC  10^3tC  10^3tC  10^3tC

500000  Final Energy Consu最終エネルギー消費 1848 104 1 3685 2382 849 454 62 489 0 0 0 0 0 6189 6033 156 4489 65 10587

600000 Industry  企業･事業所他 1848 104 1 1560 441 849 270 62 304 0 0 0 0 0 3879 3723 156 2699 58 6480

610000 ABCD  Agricultu          農林水産鉱建設業 0 0 0 721 265 455 1 10 2 0 0 0 0 0 733 676 57 113 0 789
611000 AB Agricultur         農林水産業 0 0 0 588 191 397 0 0 0 0 0 0 0 0 588 586 2 57 0 642
612000 C  Mining, Q          鉱業他 0 0 0 15 13 1 0 10 0 0 0 0 0 0 25 25 0 16 0 41
615000 D  Construc        建設業 0 0 0 118 61 56 1 0 2 0 0 0 0 0 120 66 55 41 0 106
620000 E  Manufact        製造業 1842 77 1 561 46 280 235 48 87 0 0 0 0 0 2616 2518 98 715 39 3272
621000  E09-10    Manufa            食品飲料製造業 0 0 0 79 10 56 13 15 65 0 0 0 0 0 160 160 0 237 16 412
622000  E11    Manufa          繊維工業 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 3 0 4
623000  E12-13    Manufa             木製品･家具他工業 0 0 0 5 4 1 0 0 0 0 0 0 0 0 5 5 0 21 0 26
624000  E14    Manufa            パルプ･紙･紙加工品製造業 768 3 0 89 1 86 2 1 1 0 0 0 0 0 863 863 0 45 2 910
625000  E15    Printing        印刷･同関連業 0 0 0 1 0 1 0 0 2 0 0 0 0 0 4 4 0 16 0 20
626000  E16-17    Manufa               化学工業 (含 石油石炭製 0 1 1 293 16 68 209 4 4 0 0 0 0 0 304 217 87 56 4 277
627000  E18-20    Manufa              プラスチック･ゴム･皮革製品 0 0 0 2 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 3 3 0 26 1 30
628000  E21    Manufa            窯業･土石製品製造業 388 3 0 27 8 19 0 0 0 0 0 0 0 0 419 419 1 47 0 465
629000  E22-E24    Manufa          鉄鋼･非鉄･金属製品製造 686 69 0 57 3 46 7 6 4 0 0 0 0 0 822 811 11 153 16 980
630000  E25-E31    Manufa        機械製造業 0 0 0 6 2 2 2 21 8 0 0 0 0 0 35 35 0 108 1 144
641000  E32    Miscella        他製造業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 4

650000 F-S  Commerc    業務他 (第三次産業) 6 27 0 278 131 114 34 4 215 0 0 0 0 0 531 530 1 1871 19 2419
651000 F  Electricit           電気ガス熱供給水道業 6 17 0 3 1 2 0 4 11 0 0 0 0 0 41 41 0 104 0 145
652000 G  Informati        情報通信業 0 0 0 1 1 0 0 0 2 0 0 0 0 0 2 2 0 74 0 77
653000 H  Transpor         運輸業･郵便業 0 0 0 15 11 4 1 0 1 0 0 0 0 0 16 16 0 68 0 84
654000 I  Wholesal         卸売業･小売業 0 0 0 25 15 5 5 0 18 0 0 0 0 0 43 43 0 544 1 588
655000 J  Finance       金融業･保険業 0 0 0 1 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 3 3 0 20 0 23
656000 K  Real Esta           不動産業･物品賃貸業 0 0 0 4 3 0 0 0 17 0 0 0 0 0 21 21 0 56 2 79
657000 L  Scientific          学術研究･専門･技術サービ 0 0 0 5 4 0 0 0 2 0 0 0 0 0 7 7 0 31 0 38
658000 M  Accomm          宿泊業･飲食サービス業 0 0 0 66 22 30 13 0 44 0 0 0 0 0 110 110 0 222 2 333
659000 N  Living Re            生活関連サービス業･娯楽 0 0 0 33 14 16 3 0 24 0 0 0 0 0 58 58 0 148 0 206
660000 O  Education        教育･学習支援業 0 0 0 13 8 3 1 0 31 0 0 0 0 0 43 43 0 135 0 179
661000 P  Medical,         医療･福祉 0 0 0 45 19 19 7 0 50 0 0 0 0 0 95 95 0 257 1 353
662000 Q  Compoun       複合サービス事業 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 14 0 15
663000 R  Miscellan       他サービス業 0 10 0 41 27 13 1 0 9 0 0 0 0 0 60 59 1 141 0 200
680000 S  Governm       公 務 0 0 0 26 6 20 0 0 6 0 0 0 0 0 31 31 0 56 0 87
699999  Unable to      業種不明・分類不能 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 12 12

700000 X  Resident  家 庭 0 0 0 1461 1277 0 184 0 185 0 0 0 0 0 1646 1646 0 1790 7 3443

800000  Transpor 運 輸 0 0 0 664 664 0 0 0 0 0 0 0 0 0 664 664 0 0 0 664
810000  Passenge      旅 客 0 0 0 664 664 0 0 0 0 0 0 0 0 0 664 664 0 0 0 664
811000    Passen        乗用車 0 0 0 664 664 0 0 0 0 0 0 0 0 0 664 664 0 0 0 664

950000 Non-Energy 非ｴﾈﾙｷﾞｰ利用 0 0 0 156 13 69 73 0 0 0 0 0 0 0 156 0 156 0 0 0
951000 Industry 産業部門 0 0 0 155 13 68 73 0 0 0 0 0 0 0 155 0 155 0 0 0
952000 ResCom & 民生･運輸部門他 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0
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2. 都道府県エネルギー消費統計の改訂版等の検証 

2.1 遡及推計結果の検証 

2020 年度調査にて、以下のデータ区分にて都道府県別エネルギー消費統計の遡及推計を

実施した。2021 年度調査では、遡及推計結果について産業部門と業務部門を対象に、都道

府県・産業中分類（一部中分類よりも細かい分類あり）・燃料種・年度で区分けしたもの（以

下、「区分」という。）ごとに推計値を調べ、時系列での変動に異常があるものについて原

因特定を行った。 

今年度調査では、時系列での変動の抽出条件を 2021 年度調査から変更しつつ、引き続き

区分ごとの時系列での変動に異常があるものを調べた。特に、差推定による算出を行ってい

るエネルギー消費統計由来の変動について重点的に調査した。 

 

図 2.1 都道府県別エネルギー消費統計のデータ区分 

2.1.1 抽出条件 

下記①～④を満たすものを抽出し分析の対象とした。なお、条件に該当したものはいずれ

も 2017 年度以降の集計値であった。 

① 過去値との比較 

2007 年度～集計年度の平均値（μ）と標準偏差（σ）を算出し、集計年度の値がμ±3

σの範囲外になっている。 

② 全国的な傾向から独立した変動 

①で、同一の業種×燃料種において 10 以上の都道府県で重複して検出されず、かつ重

複しているものの変動が総合エネルギー統計由来ではない。 

③ エネルギー消費量 

集計年度のエネルギー消費量が 10TJ 以上である。 

④ 対象年度 

2008 年度以降とする（1991～2004 年度及び 2006 年度のデータがなく個別に補完して

いるため、今回は対策を検討できる 2008 年度以降を対象とした）。 

 

また、変動の原因となった一次統計について内訳を調べたところ表 2-1 一次統計別変動

件数のようになった。 
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表 2-1 一次統計別変動件数 

 

2.1.2 石油等消費動態統計調査における各区分の変動原因 

(1) 事業所数の変動 

石油等消費動態統計調査は、特定業種のうち一定規模以上の事業所を対象に行うため事

業所数が変動する可能性がある。具体例として、表 2-2 のように事業所数の変動が都道府

県ごとの値の変動原因となる。 

表 2-2 北海道における事業所数変動の例 

 

(2) 特定事業所の消費量変化 

都道府県内の事業所数に変化がない場合も、特定の事業所の消費量の変動が各区分の時

系列変化に影響を与えることがある。 

例えば、各区分において消費量の大部分を占める事業所でエネルギー種の転換が起こっ

た場合、区分全体でのエネルギー消費量に変動が現れる。 

表 2-3 に示す事業所 A は、2019 年度に原油の消費量が減少している。この区分には事業

所 A しか石油等消費動態統計調査対象事業所が存在しないため区分全体の原油消費量もそ

のまま減少している。事業所 A においては、区分の異なる C 重油でその代替をしていると

考えられる。 
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表 2-3 １事業所の変動が区分全体の変動に影響を与える例 

※消費量の単位は TJ 

 

2.1.3 エネルギー消費統計における各区分の変動原因 

エネルギー消費統計における特定の区分でのエネルギー消費量の変動原因として、拡大

推計があげられる。平成 27 年度より、調査で回収した回答値に回答率の逆数を乗じるとい

う通常の拡大推計ではなく、差推定という独自の推計方法を採用している。 

都道府県別エネルギー消費統計では、省エネ法対象事業所の消費量を推計するためにエ

ネルギー消費統計調査のローデータを使用しているため、都道府県別エネルギー消費統計

でも差推定を導入している。 

2 つの統計の差推定の方法は異なるが、最終的な推計値の合計は合致する設計となってい

る。それぞれの統計における差推定の方法は下記のとおりである。 

(1) 都道府県別エネルギー消費統計の差推定 

差推定を行うにあたり、事業所を以下の 4 つに分類する。 

 

① 事業所分類 1：集計年度の回答があり、集計年度を除く直近 6 か年度の回答がある 

② 事業所分類 2：集計年度の回答がなく、集計年度を除く直近 6 か年度の回答がある 

③ 事業所分類 3：集計年度の回答があり、集計年度を除く直近 6 か年度の回答がない 

④ 事業所分類 4：集計年度の回答がなく、集計年度を除く直近 6 か年度の回答がない 

 

ただし、ある燃料種において①に分類される事業所が別の燃料種では④に分類される場

合は、全ての燃料種においてその事業所を④に分類する。 

 

この分類を使用し、各区分内で次の計算を行う。①及び③の値はそのまま集計年度の回答

値を採用する。②の値は、過去の回答値のうち最新値に、①及び③の（集計年値）－（過去

の回答値のうち最新値）の差の平均を加えたものとする。④の値は該当する区分の、エネル

ギー消費統計での合計値から上記の①～③の合計値を引いた差分を、④に該当する事業所

数で均等に割った値となる。これにより、エネルギー消費統計での差推定の合計値と都道府

県別エネルギー消費統計の差推定の合計値は一致する。ただし、④で 2 つの統計の推計値の

帳尻を合わせているため、④の値は時系列でみたときに安定しない。 
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(2) エネルギー消費統計の差推定 

差推定を行うにあたり、都道府県別エネルギー消費統計の差推定と同様に事業所を分類

する。そして各区分内で次の計算を行う。集計年の回答値と過去の回答値の平均を算出して

全年度平均とする。また、区分内の事業所母数に対する集計年の回答率を算出し、その逆数

を拡大倍率とする。 

①の合計値は、集計年の回答値から過去の回答値のうち最新値を差し引いたものを算出

してその値に拡大倍率を乗じる。この値に集計年の回答値の合計を足した値とする。②の合

計値は過去の回答値のうち最新値の合計とする。③の合計値は集計年の回答値から全年度

平均を差し引いたものを算出してその値に拡大倍率を乗じる。この値に集計年の回答値の

合計を足した値とする。④の合計値は、全年度平均に④の事業所の数を乗じて求める。 

(3) 変動の主な原因 

上記に示した差推定の構造も関係し、各区分での変動の原因として以下のようなものが

観察される。 

 

A) 前年度まで事業所分類 4（過去 5 か年度及び当年度の回答なし）の事業所が集計年度

も事業所分類 4 で分類自体の変化はないが、エネルギー消費統計と都道府県別エネ

ルギー消費統計の差推定の違いにより、事業所分類 4 の事業所に割り当てられる消

費量が年度ごとに大きく変動した。 

B) 前年度まで事業所分類 4（過去 5 か年度及び当年度の回答なし）の事業所が、集計年

度に事業所分類が 4 以外となり値が大きく変動した、又はその逆が起こった。 

C) 前年度まで集計に現れなかった事業所が当年度から集計に加わった。 

D) 拡大推計に関係のないエネルギー消費量の変化など、その他の要因。 

 

それぞれの内訳については、表 2-4 エネルギー消費統計由来の変動の原因別内訳のよう

になっている。 

表 2-4 エネルギー消費統計由来の変動の原因別内訳件数 

 

A の変動が起こる原因は、都道府県別エネルギー消費統計にエネルギー消費統計との間

にエネルギー消費量の整合性を取らせていることにある。エネルギー消費統計では層ごと

に差推定を実施しているのに対して、都道府県別エネルギー消費統計では事業所ごとに差

推定を実施している。また、差推定の計算で負数が出た際の取り扱いも異なる。そのため、



 

31 

事業所分類 1～3 の計算を行った際の全国合計が異なる。 

この差分を埋めるため、「都道府県別エネルギー消費統計の事業所分類 4 の全国値合計」

を「エネルギー消費統計の全国値」から「都道府県別エネルギー消費統計の事業所分類 1～

3 の全国値合計」を引いた差分で算出し、全国の事業所に均等に割り振っている。 

この操作の影響で、特定の業種×燃料種の条件において特定の従業者区分数の層におけ

る事業所分類 4 の経年の値が大きく変動することがある。 

B の変動が起こる原因は、単に過去に回答の無かった事業所が新しく回答をしてきたとい

うこともあるが、他の主な要因として「1 つの事業所の事業所分類は複数の区分（『購入・

受入』や『直接投入』など）で整合を取る」というものがある。例として、前年度まで『購

入・受入』の区分では回答があったが他の区分で回答が無かったため事業所分類 4 になって

いた事業所が、次の年度から全ての区分に回答があった場合は事業所分類 3 になるという

ことが起こり値の変動が起こる。また、逆の事象も起こりうる。 

2.1.4 総合エネルギー統計における各区分の変動原因 

都道府県別エネルギー消費統計では、総合エネルギー統計で得られるエネルギー消費量

の全国値を、省エネ法対象事業所（石油消費動態統計調査及びエネルギー消費統計調査の対

象となる事業所）のエネルギー消費量を控除した上で各都道府県に按分する処理をしてい

る。 

総合エネルギー統計由来の変動については以下の 3 つが主な変動要因である。 

(1) 総合エネルギー統計の全国値の変動 

今年度の分析対象からは外れるが、総合エネルギー統計の全国値が変動した場合、それを

按分して算出される各都道府県の値も変動する。 

(2) 都道府県別従業者割合の変動 

総合エネルギー統計の全国値に変動がない場合、表 2-5 佐賀県 電気ガス熱供給水道業 

石炭製品のように各都道府県の従業者割合が変動することで特定の都道府県に変動が起こ

る。 

表 2-5 佐賀県 電気ガス熱供給水道業 石炭製品 

 

2.2 運輸部門の集計方法検討 

2021 年度調査において、現行の都道府県別エネルギー消費統計において除外している運
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輸部門（家庭乗用車以外）の集計方法について検討を行い、1990 年度、2005 年度、2007～

2018 年度の集計を試みたが、都道府県別へのエネルギー消費量の帰属が困難であり、また、

地域の政策措置の実効性が低いと考えられるため、運輸部門（家庭乗用車を除く）のエネル

ギー消費については、都道府県別エネルギー消費統計への計上を行わないこととした。 

なお、2021 年度調査において、運輸部門のうち鉄道について各都道府県の鉄道における

電化率を把握する必要があるが、既存の公開情報から把握することが困難であり、都道府県

別のエネルギー消費量の統計に課題があることがわかった。 

本調査では 2021 年度調査において検討した鉄道の集計における都道府県別の按分方法以

外の方法として、他の推計方法に事例を確認し、都道府県別エネルギー消費統計への適用の

可能性について検討を行った。 

2.2.1 他の運輸部門（鉄道）の推計例 

鉄道における都道府県別の推計に関し、温対法7に基づき地方公共団体が策定する地球温

暖化対策計画において推計するエネルギー起源 CO2排出量の算定手法について示す。 

温対法第 21 条第 1 項に基づき、都道府県及び市町村は自らの事務・事業に関する温室効

果ガス排出量の削減等のための措置に関する計画（地方公共団体実行計画）を策定すること

となっている。なお、同項に基づく計画は「地方公共団体実行計画（事務事業編）」と称さ

れている。また、都道府県、政令指定都市及び中核市では同条第 3 項に基づき、区域内の温

室効果ガス排出量の削減等を行うための計画も策定することとなっており、この計画は「地

方公共団体実行計画（区域施策編）」と称されている。 

地方公共団体実行計画（区域施策編）においては、排出量の削減目標を定めるため、区域

内の温室効果ガス排出量の現況推計を行っている。この現況推計に関する「地方公共団体実

行計画（区域施策編） 策定・実施マニュアル（算定手法編）8」（以下、本節では単に「マ

ニュアル」という。）では、部門別の算定手法が示されている。 

 

このマニュアルにおける、運輸部門（鉄道）におけるエネルギー消費に伴うエネルギー起

源 CO2排出量の推計手法については、以下の 2 つの手法が示されている。 

① 全国按分法 

② 全国事業者別按分法 

 

なお、エネルギー起源 CO2 排出量は、エネルギー種ごとのエネルギー使用量にエネルギ

ー種ごとの排出係数を乗じて算定するものである。このため、エネルギー種が同じであれば、

エネルギー起源 CO2 排出量はエネルギー使用量に比例することとなる。すなわち、都道府

県別にエネルギー種別のエネルギー起源 CO2 排出量が推計できるのであれば、排出係数で

除すことによりエネルギー使用量も推計できることとなる。 

 

① 全国按分法 

 
7 地球温暖化対策の推進に関する法律（平成 10 年法律第 117 号） 

8 環境省大臣官房環境計画課「地方公共団体実行計画（区域施策編） 策定・実施マニュアル（算定手法

編）」（令和 4 年 3 月）、p.121～127 

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_santei_202204.pdf 
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運輸部門（鉄道）から排出されるエネルギー起源 CO2排出量は、地方公共団体の人口で按

分し推計する方法である。 

この方法による地方公共団体のエネルギーCO2排出量の推計式は以下のとおり。 

EM 地方公共団体＝C 全国／P 全国×P 地方公共団体×44/12 

ここで、 

EM 地方公共団体 地方公共団体の CO2排出量 

C 全国 全国の鉄道における炭素排出量（総合エネルギー統計による値） 

P 全国 全国の人口 

P 地方公共団体 地方公共団体の人口 

 

② 全国事業者別按分法 

全国の鉄道事業者のエネルギー使用量を鉄道事業者別のエネルギー使用量や排出量をも

とに推計し、地方公共団体における営業キロ数で按分し推計する方法である。 

この方法による地方公共団体のエネルギー起源 CO2排出量の推計式として、次の(1)、(2)

の 2 種が示されている。 

 

(1) 温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度9で CO2排出量が直接把握可能な場合 

EM 地方公共団体＝Σi（EM 全国,i／KM 全国×KM 地方公共団体） 

ここで、 

EM 地方公共団体 地方公共団体のエネルギー起源 CO2 排出量 

EM 全国 全国の対象鉄道事業者におけるエネルギー起源 CO2 排出量 

KM 地方公共団体 地方公共団体の対象事業者の営業キロ数 

KM 全国 全国の対象事業者の営業キロ数 

i 鉄道事業者 

(2) 環境報告書やホームページ等でエネルギー使用量が把握可能な場合 

EM 地方公共団体＝Σi,j（E 全国,i,j／KM 全国,i×KM 地方公共団体,i×CEFj） 

ここで、 

EM 地方公共団体 地方公共団体のエネルギー起源 CO2排出量 

E 全国 全国の対象鉄道事業者におけるエネルギー使用量 

KM 地方公共団体 地方公共団体の対象事業者の営業キロ数 

KM 全国 全国の対象事業者の営業キロ数 

CEFj エネルギー種別 CO2排出係数 

i 鉄道事業者 

j エネルギー種別 

 

上記①の推計においては、都道府県により輸送密度（営業キロあたりの旅客輸送人員）、

旅客輸送の分担率（鉄道、バス、タクシー、自家用自動車、航空、船等、交通機関別の輸送

量の割合）が異なっていることから、都道府県の人口のみの按分では地域の特性が反映され

ないという課題がある。 

 
9 温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度：温対法第 26 条に基づき一定規模以上の温室効果ガスを排

出する事業者が、事業活動に伴う温室効果ガス排出量を毎年度、国へ報告する制度である。 
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また、上記②の推計において、鉄道事業者が単一の都道府県内のみで営業し、当該事業者

におけるエネルギー使用量を把握できる場合を除き、多くの鉄道事業者は複数の都道府県

において営業しており、事業者ごとのエネルギー使用量を把握できたとしても、営業キロ数

のみの按分では輸送密度の多寡や使用するエネルギー種が考慮されないという課題がある。 

2.2.2 まとめ 

他の推計例を参照しても、推計精度が高くなく都道府県別に計上した場合の妥当性が低

いと考えられる。これらの理由により、都道府県別への帰属が困難であり、また、地域の政

策措置の実効性が低いと考えられるため、運輸部門のエネルギー消費については、都道府県

別エネルギー消費統計への計上を行わないこととする。 
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3. 都道府県ごとのエネルギー消費実態の分析 

3.1 都道府県ごとのエネルギー消費実態分析 

ここでは、本調査で実際に作成して公表した都道府県別エネルギー消費統計を用いて、主

に都道府県間のデータ比較を行った。また、参考として都道府県別に時系列データも整理し

た。 

3.1.1 都道府県間比較分析 

次ページ以降に都道府県間の比較分析を示す。 
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(1) 産業部門 

2020 年度の都道府県別の産業部門のエネルギー消費量を図 3.1 に示す。工業地帯、その中でも特に高炉製鉄所が立地している道県（北海道、茨

城県、千葉県、神奈川県、愛知県、兵庫県、岡山県、広島県、福岡県、大分県）でエネルギー消費量が大きくなっている。これらの道県と工業地帯

に該当しない都府県との差が大きく、最大の千葉県は、最小の沖縄県の約 57 倍の消費量となっている。 

 

 

 

図 3.1 都道府県別の産業部門エネルギー消費量（2020 年度） 
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(2) 業務部門 

2020 年度の都道府県別の業務部門のエネルギー消費量を図 3.2 に示す。首都圏、中京圏、近畿圏のいわゆる三大都市圏の消費量が大きい。三大

都市圏は人口の多さが影響し、消費量が大きいと考えられる。これら以外の地域では北海道のエネルギー消費量が大きく、寒冷地のため暖房需要

が大きいことが影響していると考えられる。最もエネルギー消費量の大きい東京都は、最小である鳥取県の約 42 倍となっている。 

 

 

図 3.2 都道府県別の業務部門エネルギー消費量（2020 年度） 
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(3) 家庭部門 

2020 年度の都道府県別の家庭部門のエネルギー消費量を図 3.3 に示す。業務部門に同じく、首都圏、中京圏、近畿圏に加え、北海道でのエネル

ギー消費量が大きい。消費量が大きくなる要因は、三大都市圏は世帯数の多さ、北海道は寒冷地であるため暖房需要が大きいことが考えられる。 

 

 

図 3.3 都道府県別の家庭部門エネルギー消費量（2020 年度） 
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(4) 運輸部門（家庭乗用車） 

2020 年度の都道府県別の運輸部門（家庭乗用車）のエネルギー消費量を図 3.4 に示す。最もエネルギー消費量が大きい都道府県は愛知県であり、

愛知県は全国での乗用車保有台数が最も多いことが一因として考えられる10。続いて、エネルギー消費量が大きい都道府県は北海道であり、面積の

広さと公共交通機関の制約が影響していると考えられる。業務部門・家庭部門で最もエネルギー消費量が大きかった東京都は 10 番目であり、これ

は公共交通機関が非常に発達していることが影響していると考えられる。 

 

 

図 3.4 都道府県別の運輸部門（家庭乗用車）エネルギー消費量（2020 年度） 

  

 
10 一般財団法人自動車検査登録情報協会「都道府県別・車種別保有台数表」（令和 4 年 10 月末現在） 
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(5) 原単位分析 

1) 人口 1 人当たりエネルギー消費量 

各部門合計のエネルギー消費量を、それぞれの都道府県の人口 1 人当たりで比較すると図 3.5 のとおり。素材系産業が集積している県は 1 人当

たり消費量が大きい傾向にある。 

 

 

図 3.5 都道府県別の人口 1 人当たりエネルギー消費量（部門合計、2020 年度） 

 

  

0

50

100

150

200

250

300

350

北
海

道

青
森

岩
手

宮
城

秋
田

山
形

福
島

茨
城

栃
木

群
馬

埼
玉

千
葉

東
京

神
奈

川

新
潟

富
山

石
川

福
井

山
梨

長
野

岐
阜

静
岡

愛
知

三
重

滋
賀

京
都

大
阪

兵
庫

奈
良

和
歌

山

鳥
取

島
根

岡
山

広
島

山
口

徳
島

香
川

愛
媛

高
知

福
岡

佐
賀

長
崎

熊
本

大
分

宮
崎

鹿
児

島

沖
縄

G
J/
人



 

 

4
1
 

2) 県内総生産当たりエネルギー消費量 

各部門合計のエネルギー消費量を、それぞれの都道府県の県内総生産当たりで比較すると図 3.6 のとおり。ここでも産業部門のエネルギー消費

量が多く産業が集積している県は原単位が大きい傾向にある。一方で、東京都は県内総生産が最も多く突出しているため、原単位の小ささは他道

府県と比較して際だっている。 

 

 

図 3.6 都道府県別の県内総生産当たりエネルギー消費量（部門合計、2020 年度） 
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・ 業務部門 

➢ 都道府県別エネルギー消費統計は、日本標準産業分類の業務部門全体（ただしエ

ネルギー転換業を除く）の消費量を含んでいる。独自推計は、その推計方法より、

建物以外の業務部門（水道・廃棄物処理等）の消費量が含まれていない可能性が

ある。 

➢ このため、都道府県別エネルギー消費統計の結果から、建物以外の業務部門の消

費量として、電気ガス熱供給水道業、運輸業･郵便業、他サービス業（廃棄物処

理業が含まれる）の消費量を除いた。 

・ 運輸部門 

➢ 都道府県別エネルギー消費統計は乗用車（家庭）のみだが、独自推計はその他自

動車・鉄道を含んでいる。 

➢ 乗用車（家庭）のみを切り出すことができないため、運輸部門は比較の対象から

除外した。 

 

 

図 3.7 東京都の 2015～2019 年度独自算定結果との比較 

 

主な差異が生じている部分と、考えられる要因は以下のとおりである。 

 

＜部門別＞ 

・ 産業部門：小規模事業所のエネルギー消費 

➢ 独自算定では、ばい煙排出施設のエネルギー消費量から製造業全体の消費量を

推計しているため、ばい煙排出の基準に達しない一定規模以下の事業所のエネ

ルギー消費が計上されない。 

➢ 都道府県別エネルギー消費統計では小規模事業者（石油等消費動態統計調査、エ

ネルギー管理指定工場等以外の事業所）について全国値を従業員数で按分して

おり（≒全国一律の従業員数当たり原単位を適用）、過大評価となっている可能

性がある。 

・ 業務部門：小規模事業所のエネルギー消費 

➢ 独自算定では、都条例に基づく大規模事業所の報告データを用いて建物用途別

エネルギー消費原単位を調整しているが、これらの事業所のエネルギー消費効

率が良く、原単位が過少になっている可能性がある。 
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いると推測される。 
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4. 都道府県別エネルギー消費統計作成マニュアルの更新 

2021 年度調査において、都道府県エネルギー消費統計の作成に際し、使用した統計デー

タ、個票データの加工方法、処理手順、家計調査を使用する際の各種補正手法等の詳細をと

りまとめた「作成マニュアル」を策定している。この既存の都道府県別エネルギー消費統計

作成マニュアルをもとに、今年度調査の内容を踏まえて更新を行った。 

 

1. ｢都道府県別エネルギー消費統計｣の基本方針 

1.1 ｢都道府県別エネルギー消費統計｣策定と改訂の経緯 

1.2 「都道府県別エネルギー消費統計」の構造 

1.3 「都道府県別エネルギー消費統計」作成の基本方針 

1.3.1 エネルギー種別で計上すべき量の定義 

1.3.2 産業分類別の計上方法 

2. ｢都道府県別エネルギー消費統計｣の作成方法 

2.1 使用する統計データと推計の粒度 

2.1.1 使用する統計データ 

2.1.2 統計データ加工の方針と集計粒度 

2.2 統計データの準備と加工 

2.2.1 総合エネルギー統計 

2.2.2 改訂前の都道府県別エネルギー消費統計 

2.2.3 石油等消費動態統計調査 

2.2.4 エネルギー消費統計 

2.2.5 家計調査 

2.2.6 住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数 

2.2.7 ガス事業年報、ガス事業生産動態統計 

2.2.8 熱供給事業便覧 

2.3 統計データの集計 

2.3.1 企業・事業所他部門 

2.3.2 家庭部門・運輸（旅客乗用車）部門 

2.3.3 供給側統計との整合 

2.4 集計表作成 

2.4.1 炭素換算 

2.4.2 都道府県別エネルギー消費統計表章への集約 

2.4.3 その他の特殊処理 

2.4.4 固有単位換算 

2.4.5 集計表の作成 

図 4.1 マニュアルの目次構成 
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別添資料 都道府県別時系列分析 

 

都道府県別の時系列を次ページ以降に示す。 

 

 

なお、都道府県ごとに次の 6つの時系列グラフを示している。 

 

(1) 業種別エネルギー消費量の推移（非エネ除く） 

(2) エネルギー源別エネルギー消費量の推移（非エネ除く） 

(3) 産業部門のエネルギー源別エネルギー消費量の推移（非エネ除く） 

(4) 業務他部門のエネルギー源別エネルギー消費量の推移（非エネ除く） 

(5) 家庭部門のエネルギー源別エネルギー消費量の推移 

(6) 運輸部門のエネルギー源別エネルギー消費量 
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